
1 

 

留保財産の利活用に関するサウンディング型市場調査 

実施結果 

令 和 ５ 年 ６ 月 ２ ８ 日 

関 東 財 務 局 

東 京 財 務 事 務 所 

１ 背景・目的 

下記の２に所在する未利用国有財産については、留保財産として所有権を留保

したうえで定期借地権を利用した貸付により有効活用を図ることとしておりま

す。そこで、今般、定期借地を前提とした実効性のある利用方針案の策定に向

け、取組内容や事業方式などについて、事業に関心のある民間事業者の皆様との

対話を通じた、サウンディング型市場調査を行いました。この結果も踏まえて更

に検討を進め、利用方針案をとりまとめていきたいと考えております。 

 

２ 調査対象地の概要 

№ １ 

所 在 地 渋谷区神宮前三丁目３５番５ 

敷地面積 1,525.23 ㎡ 

交 通 環 境 東京メトロ千代田線「明治神宮前」駅 北東方約 700ⅿ 

都

市

計

画

の

制

限 

用途地域 第一種中高層住居専用地域 

建ぺい率/容積率（％） 60/200 

高度地区 第 2種高度地区 

防火地域等 準防火地域 

その他 
神宮前一・三・四丁目地区地区計画 

第一種文教地区 

備  考 
・敷地内に位置指定道路（建築基準法第 42 条第 1項第 5号）あり 

・敷地の一部が現況道路敷 

№ ２ 

所 在 地 練馬区高松四丁目４０８６番７ 

敷地面積 1,782.76 ㎡ 

交 通 環 境 都営地下鉄大江戸線「光が丘」駅 南方約 800ⅿ 

都

市

計

画

の

制

限 

用途地域 第一種住居地域 第一種中高層住居専用地域 

建ぺい率/容積率（％） 60/300 60/200 

高度地区 第 3種高度地区 第 2種高度地区 

防火地域等 防火地域 準防火地域 

その他  

備  考  
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№ ３ 

所 在 地 杉並区荻窪三丁目７７４番１、２ 

敷地面積 1,438.34 ㎡ 

交 通 環 境 JR 中央線「荻窪」駅 南東方約 900ⅿ 

都

市

計

画

の

制

限 

用途地域 第一種低層住居専用地域 

建ぺい率/容積率（％） 50/100 

高度地区 第 1種高度地区 

防火地域等 準防火地域 

その他  

備  考 ・地上建物は今後解体撤去予定 

 

３ スケジュール 

内  容 日    程 

実施要領の公表 令和５年１月１６日（月） 

対 話 の 実 施 令和５年３月１３日（月）～３月２４日（金） 

実施結果概要の公表 令和５年６月２８日（水） 

 

４ 調査項目 

１．事業のアイディアに関する事項 

〇当該留保財産が所在する地域の特性や課題 

〇求められる建築物の用途、機能、施設配置等 

〇当該事業に期待される効果（資産価値の向上、まちづくりへの寄与等） 

〇①事業用定期借地権（貸付期間 10 年以上 30 年以内）、②一般定期借地権 

（貸付期間 50 年以上）の別について 

 

２．事業を実施する上での諸条件に関する事項 

〇整備可能な建築物のボリューム 

〇同種の開発規模、内容等に照らし、開発に要する標準的なスケジュール 

〇活用が想定される特例制度の内容と効果 

〇必要とされる行政上の許認可等の手続き 

 

３．その他の事項 

〇事業実施にあたって行政に期待する支援や配慮してほしい事項 
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５ 参加状況 

 参加事業者：６事業者（建設業、不動産業、駐車場事業） 

 

６ 実施結果の概要 

 別紙【意見の概要】のとおり 

 

７ 今後の方針 

本調査結果や地方公共団体等との十分な議論を踏まえ活用方針を具体的に検討し

た後に、二段階一般競争入札等の手法により、処理を行うこととしております。 
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別紙 【意見の概要】[№1 渋谷区神宮前三丁目３５番５] 

 

１．事業のアイディアに関する事項 

〇当該留保財産が所在する地域の特性や課題 

・ 対象地周辺には高級住宅街が広がり、大通り沿いを除き低層建物が並ぶ、住

環境として良好な地域。最寄駅から相当の徒歩分数を要するものの、都心(都

内中心地)に位置しており複数路線の利用も可能な為、交通利便性の評価も

高い。 

・ 都心部の中でも閑静な住宅街としての立地希少性が高く、高所得層から好ま

れているエリア。 

・ 周辺には繁華性の高い商業施設や、事務所ビル等が散見されるエリアである

が、本件は大通りから１本入っており視認性としては低いことから、商業及

び事務所用途の開発は難易度が高い。商業用途は 500 ㎡以下の制限があるた

め、土地負担力が劣る。 

・ 外苑前駅や明治神宮前駅徒歩圏ということから、交通の利便性は良く希少な

立地。視認性が低いことが逆に、落ち着きのある住宅を提供できる。 

・ 明治神宮前・外苑前が最寄りではあるが、歩行者導線としては JR 原宿から

竹下通り、明治通りから本件所在地という【裏青山】となる可能性を秘めて

いる。 

・ 現状では商業需要が弱く、住宅需要の方が強い。将来的に明治通りの商業性

が本件エリアにまで拡大するのであれば商業需要が上昇する可能性はある。 

・ 昭和 60 年代新興アパレルブランドのオフィス・プレスルームの中心地とし

て表参道の骨董通りと共に知名度が上がったエリアで、その後、アパレルブ

ランド業界再編の波により地域建物の老朽化とともに衰退したが、中小アパ

レルブランドはいまだこのエリアに存在。 

・ 500ｍ圏内に 65 歳以上人口が 1,800 人も密集している地域に関わらず、介護

施設（有料老人ホーム等）がほぼ無い地域。 

・ 前面道路が狭く、周辺には住居が多く張り付いている環境の為、不特定多数

の人や車の出入りが多い用途は好まれない。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 法人、個人共に人の流入がある、平日休日問わず賑わいのあるエリア。 

・ コインパーキングの需要も非常に高い一方で駐車場が不足しているエリア。 

・ 最寄り駅でもある原宿駅からは徒歩圏内ではあるものの多少離れるため、パ

ークアンドライド需要は大幅には見込めない可能性はあり。 

・ コロナ禍も収まりつつある中で観光地としての需要もあるエリアで、コイン

パーキングとしての採算性が大いに見込める。 
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〇求められる建築物の用途、機能、施設配置等 

・ 当該立地での不動産価値最大化(=借地事業での収益最大化)の観点でみると

賃貸住宅が望ましい。 

・ 高齢者福祉施設、学生専用寮、国際交流会館（外国人専用学生寮）。 

・ 高齢者福祉施設等の公益的施設とマンションとの複合施設。 

・ 賃貸マンション。 

・ 70 年以上の一般定期借地権でのＳＯＨＯとしての使用用途も可とする賃貸

マンションを想定。 

・ 用途地域が第一種中高層住居専用地域の為、一部店舗誘致は見込めるものの、

主には住居系、医療・介護施設のニーズが高い。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの特性に鑑みると駐車場の併設、その際の管理運営への利便性向上策

を検討していくことは必須条件。 

 

〇当該事業に期待される効果（資産価値の向上、まちづくりへの寄与等） 

・ （高齢者福祉施設、学生専用寮、国際交流会館（外国人専用学生寮）等の整

備により）賑わいの創出、高齢者福祉、国際交流。 

・ 賃貸マンションの用途の一つとして、大きな固定費を伴わない小型コミュニ

ケーションスペースや小型レンタルプレスルームの提供を検討することに

より、令和版のアパレルブランドエリアの復活につながる可能性も想定され

る。 

・ 東京都の福祉保健局から開示されている資料によると、渋谷区の属する区西

南部においては、介護施設の利用者が今後も多く見込まれる一方、渋谷区内

で民間の土地を活用することは、昨今の地価と建築費のバランスを考えると

困難な状況であり、本件土地を介護施設等に活用することで、周辺地域に居

住する高齢者が住み慣れた場所から離れることなく介護サービスを受けら

れ、その家族も安心して暮らせる環境整備が可能。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの交通渋滞の緩和、自治体のコスト削減、エリアの回遊性の向上（カ

ーシェアリング）、周辺商業店舗との提携によるエリアの活性化。 

 

〇①事業用定期借地権(貸付期間 10 年以上 30 年以内)、②一般定期借地権（貸

付期間 50 年以上）の別について 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）にて事業化提案。 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）での検討、60 年程度が望ましい。 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）。建物償却を鑑みると長期であれば
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ある程、事業評価が高くなり取り組みやすくなる。最低でも 60 年以上、70 年

程度の事業期間が理想。 

・ ①事業用定期借地権では近隣賃料相場から収支基準に到達しない。 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）を希望。 

 

２．事業を実施する上での諸条件に関する事項 

〇整備可能な建築物のボリューム 

・ 法令上、地域性を考慮した最大限のボリューム。 

・ 容積率が 200％であるが、前面道路が 3.6ｍということからセットバックを

要し最高でも 160％の容積率となる。 

・ 現況幅員 3ｍ（42 条 2 項道路）、許容容積率 160％と仮定して専有面積約 700

坪。但し、車の導線、道路幅、擁壁による工事金リスクあり。 

・ 前面道路幅員により容積率 140％となり、延床面積 640 坪程度建築可能と想

定。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 5 台分から検討可能。 

 

〇同種の開発規模、内容等に照らし、開発に要する標準的なスケジュール 

・ 現状2年～2年半、工事期間前後数か月で各種開発に係る手続きを行う想定。 

・ 借り受け契約後 2 年後開業。 

・ 同種の開発規模では、一般的に優先交渉権獲得後、1 年程度設計及び行政協

議・許認可を行い、着工。2 年程度の建築期間を要する。 

・ 更地前提として開発期間は 24 か月程度。 

・ 事業確定後、基本～詳細図面作成：約 4 か月。 

申請・施工体制にかかる準備：約 6 か月。 

着工～竣工：約 12 か月。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ およそ 10 日間（駐車場に関する建築のみ、60 台規模想定）。 

 

〇活用が想定される特例制度の内容と効果 

・ 高齢者福祉施設の場合、補助金の有無。 

 

〇必要とされる行政上の許認可等の手続き 

・ 開発行為。 

・ 介護保険に関わる特定施設の許認可。 
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（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 路外駐車場法の届け。 

 

３．その他の事項 

〇事業実施にあたって行政に期待する支援や配慮してほしい事項 

・ 建物整備後の所有及び運営に関して、借地権付き建物の第三者（ファンドや

投資家等）譲渡希望。 

・ 更地返還義務を負う定期借地権者はデベロッパー、転定期借地権を分割して

分譲するような活用方法の検討も希望。 

・ ファンド、SPC での事業参加、ファンド、SPC への一括譲渡希望。 

・ 借地をマスターリースにて事業者が借受け、個人に分譲又は転貸することの

検討を希望。 

・ 介護保険の特定枠優先取得。 

・ 前面道路幅員制限による容積率算定の緩和等（高低差のある土地であるため、

避難経路の確保等、プランに制約が多い為、柔軟な協議対応を希望）。 

・ 契約期間中の外部への借地権譲渡の許可を希望(用途変更はなく当初の事業

は継続) 。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 時間貸し駐車場（不特定多数が利用する）にする場合、出入り口や場内の設

計に注意が必要。 

・ 駐車場について設置する機器等の全て事業者にて負担、特段、予算取り等は

不要。 

・ 基本的には独立採算となり資金的援助等は不要（収支が見合わない場合は委

託料が必要となる可能性あり）。 
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別紙 【意見の概要】[№2 練馬区高松四丁目４０８６番７］ 

 

１．事業のアイディアに関する事項 

〇当該留保財産が所在する地域の特性や課題 

・ 周辺には大規模団地や戸建住宅といった住宅街が広がっている。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 法人、個人共に人の流入があり、コインパーキングの需要も比較的あるエリ

ア。周辺には駐車場も複数あるが、それなりに稼働は見込める。 

・ 学校や公園（駐車場無し）も近隣にあるため、イベント時やファミリー層の

利用も考えられる。 

・ 23 区の中では時間貸しの相場は下がるが十分収益性あり。 

 

〇求められる建築物の用途、機能、施設配置等 

・ 高齢者福祉施設、学生専用寮。 

・ 高齢者福祉施設等の公益的施設とマンションとの複合施設。 

・ 資産価値評価としては、分譲住宅が一番高価格を提示できると考えるが、『分

譲不可』という条件から、賃貸マンション及びシニア住宅(サービス付高齢者

住宅)での検討が可能。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの特性に鑑みると駐車場の併設、その際の管理運営への利便性向上策

を検討していくことは必須条件。 

 

〇当該事業に期待される効果（資産価値の向上、まちづくりへの寄与等） 

・ （高齢者福祉施設、学生専用寮の整備により）賑わいの創出、高齢者福祉。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの交通渋滞の緩和、自治体のコスト削減、エリアの回遊性の向上（カ

ーシェアリング）、周辺商業店舗との提携によるエリアの活性化。 

 

〇①事業用定期借地権(貸付期間 10 年以上 30 年以内)、②一般定期借地権（貸

付期間 50 年以上）の別について 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）での検討、60 年程度が望ましい。 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）。建物償却を鑑みると長期であれば

ある程、事業評価が高くなり取り組みやすくなる。最低でも 60 年以上、70 年

程度の事業期間が理想。 
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２．事業を実施する上での諸条件に関する事項 

〇整備可能な建築物のボリューム 

・ 法令上、地域性を考慮した最大限のボリューム。 

・ 用途地域が敷地の半分程度で第一種住居地域(300％)と第一種中高層住居専

用地域(200％)の混合となっており、250％程度の容積率を期待。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 5 台分から検討可能。 

 

〇同種の開発規模、内容等に照らし、開発に要する標準的なスケジュール 

・ 借り受け契約後 2 年後開業。 

・ 同種の開発規模では、一般的に優先交渉権獲得後、1 年程度設計及び行政協

議・許認可を行い、着工。2 年程度の建築期間を要する。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ およそ 10 日間（駐車場に関する建築のみ、60 台規模想定）。 

 

〇活用が想定される特例制度の内容と効果 

・ 高齢者福祉施設の場合、補助金の有無。 

 

〇必要とされる行政上の許認可等の手続き 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 路外駐車場法の届け。 

 

３．その他の事項 

〇事業実施にあたって行政に期待する支援や配慮してほしい事項 

・ ファンド、SPC での事業参加、ファンド、SPC への一括譲渡希望。 

・ 借地をマスターリースにて事業者が借受け、個人に分譲又は転貸することの

検討を希望。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 時間貸し駐車場（不特定多数が利用する）にする場合、出入り口や場内の設

計に注意が必要。 

・ 駐車場について設置する機器等の全て事業者にて負担、特段、予算取り等は

不要。 

・ 基本的には独立採算となり資金的援助等は不要（収支が見合わない場合は委

託料が必要となる可能性あり）。 
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別紙 【意見の概要】[№3 杉並区荻窪三丁目７７４番１、２］ 

  

１．事業のアイディアに関する事項 

〇当該留保財産が所在する地域の特性や課題 

・ 前面道路が狭く、周辺には住居が多く張り付いている環境の為、不特定多数

の人や車の出入りが多い用途は好まれない。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 個人の利用がほとんどのエリア。住宅街になり導線も狭いため、通行量は多

い場所ではない。 

・ 周辺にコインパーキングは多くない為、少なからず一定の需要は見込める。 

・ 時間貸し駐車場を検討するにあたり、台数と機器コストの検討は必要である

が、十分に収益性はある。 

 

〇求められる建築物の用途、機能、施設配置等 

・ 高齢者福祉施設、学生専用寮。 

・ 高齢者福祉施設等の公益的施設とマンションとの複合施設。 

・ 用途地域が第一種低層住居専用地域の為、主に住居系、医療・介護・福祉施

設のニーズが高い。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの特性に鑑みると駐車場の併設、その際の管理運営への利便性向上策

を検討していくことは必須条件。 

 

〇当該事業に期待される効果（資産価値の向上、まちづくりへの寄与等） 

・ （高齢者福祉施設、学生専用寮の整備により）賑わいの創出、高齢者福祉。 

・ 杉並区内の認可保育において整備率は年々上昇しているが、継続した待機児

童ゼロを目標としていること、またここ数年共働き世帯の数が上昇傾向にあ

ることから、認可保育園の整備を行い、人口の定着、雇用創出に貢献できる。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ エリアの交通渋滞の緩和、自治体のコスト削減、エリアの回遊性の向上（カ

ーシェアリング）、周辺商業店舗との提携によるエリアの活性化。 

 

〇①事業用定期借地権(貸付期間 10 年以上 30 年以内)、②一般定期借地権（貸

付期間 50 年以上）の別について 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）での検討、60 年程度が望ましい。 

・ ②一般定期借地権（貸付期間 50 年以上）を希望。 
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２．事業を実施する上での諸条件に関する事項 

〇整備可能な建築物のボリューム 

・ 法令上、地域性を考慮した最大限のボリューム。 

・ 指定容積率 100％の為、延床面積 435 坪程度建築可能と想定。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 5 台分から検討可能。 

 

〇同種の開発規模、内容等に照らし、開発に要する標準的なスケジュール 

・ 借り受け契約後 2 年後開業。 

・ 事業確定後、基本～詳細図面作成：約 4 か月。 

申請・施工体制にかかる準備：約 6 か月。 

着工～竣工：約 8 か月。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ およそ 10 日間（駐車場に関する建築のみ、60 台規模想定）。 

 

〇活用が想定される特例制度の内容と効果 

・高齢者福祉施設の場合、補助金の有無。 

 

〇必要とされる行政上の許認可等の手続き 

・ 認可保育園新設の許認可。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 路外駐車場法の届け。 

 

３．その他の事項 

〇事業実施にあたって行政に期待する支援や配慮してほしい事項 

・ ファンド、SPC での事業参加、ファンド、SPC への一括譲渡希望。 

・ 認可保育園の整備枠の確保。 

・ 契約期間中の外部への借地権譲渡の許可を希望(用途変更はなく当初の事業

は継続) 。 

 

（※以下、付帯駐車場管理・運営の観点から） 

・ 時間貸し駐車場（不特定多数が利用する）にする場合、出入り口や場内の設

計に注意が必要。 

・ 駐車場について設置する機器等の全て事業者にて負担、特段、予算取り等は

不要。 
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・ 基本的には独立採算となり資金的援助等は不要（収支が見合わない場合は委

託料が必要となる可能性あり）。 

 

以  上 


